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１. 16年 9月中間期の連結業績（平成 16年 4月 1日 ～ 平成 16年 9月 30日）
(1)連結経営成績 （注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売　上　高     営 業 利 益     経 常 利 益 中間純利益

百万円 百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

16年 9月中間期 368,025 －

(注)当社は平成16年4月1日設立のため、前年中間期および前期実績はありません。

　　 持分法投資損益　　118百万円 期中平均株式数（連結）　　298,668,565株 会計処理の方法の変更　　無

　＜参考＞マルハ株式会社の15年9月中間期および16年3月期の連結経営成績

売　上　高     営 業 利 益     経 常 利 益 中間(当期)純利益

百万円 百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

15年 9月中間期 371,656 －

16年 3月期 757,893 －

(注)①持分法投資損益 15年 9月中間期　　　△43百万円　　 　16年 3月期　　△146百万円

     ②期中平均株式数（連結） 15年 9月中間期　　296,954,715株　　　16年 3月期　　297,542,591株

(2)連結財政状態
      　 総　   資　   産       　株  主  資　本        株主資本比率 　 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

16年 9月中間期 35,954 8.3

(注)当社は平成16年4月1日設立のため、前年中間期および前期実績はありません。

　　 期末発行済株式数（連結）　　298,661,642株

　＜参考＞マルハ株式会社の15年9月中間期および16年3月期の連結財政状態

      　 総　   資　   産       　株  主  資　本        株主資本比率 　 １株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

15年 9月中間期 35,697 7.7

16年 3月期 36,445 8.3

(注)期末発行済株式数（連結） 15年 9月中間期　　296,756,877株　　　16年 3月期　　298,671,208株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

16年 9月中間期 6,957

(注)当社は平成16年4月1日設立のため、前年中間期および前期実績はありません。

　＜参考＞マルハ株式会社の15年9月中間期および16年3月期の連結キャッシュフローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

15年 9月中間期 △ 2,223

16年 3月期 8,755

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  93　社   持分法適用非連結子会社数　2　社   持分法適用関連会社数　11　社

２. 17年 3月期の連結業績予想（ 平成 16年 4月 1日  ～  平成 17年 3月 31日 ）
　 　　　　　　 売   　 上 　   高 　　　　　経  　常　  利　  益           当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　　期
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）    18円41銭 

　　　　　予想営業利益（通期）   16,000百万円

※上記の業績予想は、現時点における事業環境に基づくものであり、今後の事業環境の変化により実際の業績が異なる可能性があります。
    なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の７ページをご参照ください。

11,792

465,926

439,642

2,355

433,537

5,469 2,240 7.546,076

770,000

△ 29,904 18,669

16,444

4,533

18,673

5,50013,000

120.38

△ 4,453 19,332

6.30

△ 11,330

121.84

120.29

9,125 1,930

潜在株式調整後１株
当たり中間純利益

7,308 6,349 2,147 7.18

１株当たり
中間純利益

１株当たり
中間(当期)純利益

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益

連結－１



  当企業集団は、株式会社マルハグループ本社（当社）及び子会社１２７社、関連会社５４社により構成されており、事業は水

産事業、食品事業、保管物流事業、その他これらに附帯する事業を営んでおります。

  主な事業内容と当社及び関係会社の当該事業にかかる位置付け、及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであり

ます。

株式会社　マルハグループ本社
（グループの統括・管理）

ｼｪｱｰﾄﾞｻｰﾋﾞｽ

㈱マルハヒューマンアシスト 他 社

漁業・養殖 漁業

大洋エーアンドエフ㈱ 他 社 Societe Malgache de Pecherie 他 社

※２、※４ 社 ※３ P.T.Nusantara Fishaery

※２、※４ 社

荷受

大都魚類㈱、神港魚類㈱ 他 社 魚介類販売業

※３ 境港魚市場㈱ 他 社 Westward Seafoods,Inc. 他 5 社

※２、※４ 社 ※１ Western Alaska Investment 他 1 社

Corporation

魚介類販売業 ※２、※３、※４ 8 社

琉球大洋㈱ 他 社

※２ 社

加工食品事業 加工食品事業

塩水港精糖㈱ 他 社 Kingfisher Holdings Limited 他 社

※３ 南西糖業㈱ ※３ 舟山興業有限公司

※２、※４ 社 ※２、※４ 社

保管

㈱マルハ物流ネット 他 社

※２、※３、※４ 社

物流 物流

日新タンカー㈱ 他 社 New Eastern Limited 他 社

※２ 社

その他

㈱マルハレストランシステムズ 他 社

※２、※３、※４ 社

無印 連結子会社 原料・製品

※１ 非連結子会社で持分法適用会社

※２ 非連結子会社

※３ 関連会社で持分法適用会社 製品の供給及び役務の提供

※４ 関連会社 （対象が一部の会社の場合を含む）

子会社のうち上場している会社：大都魚類㈱（東証２部）、塩水港精糖㈱（東証２部）、神港魚類㈱（大証２部）
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２．経  営  方  針 

 

１．経営方針 

 

当社は平成１６年４月１日にマルハ株式会社の株式移転により設立されました。マルハグループは純粋

持株会社である当社のもと、グループ内における事業および経営資源の選択と集中を図り、グループ各社

の事業を有機的に結合させ、グループの全体最適化を実現することにより、国内外における生産性の向上

ならびに競争力の強化を図ってまいります。 

 

マルハグループは、創業以来１２０有余年にわたって漁業、養殖、国内外からの調達、加工、保管・物

流といったステージを通じて世界の海からの恵みを食卓に供給してまいりました。魚介類を中心に、お客

様への「安心」「安全」をお届けすることは創業以来一貫した理念であり、常に新鮮な「驚き」と「感動」

を提供できる企業グループ“フードワンダーランド・マルハ”であり続けるため、これからもより一層良

質な食品やサービスに当社グループならではの想像力豊かな提案を添えて、お客様に届け続けます。また、

マルハグループでは、地域や環境に配慮した健全な事業活動を通じて、“健康・本物・簡便”を旨とする

『食』の提供により社会に貢献することを経営理念としております。 

 

セグメント毎の諸施策については、次のとおり進めております。 

 

水産事業 

■ 漁業 

国際的な規制、各種漁業協定の変化の中で厳しい環境下にありますが、経済合理性を追及しながら、漁

業の維持に努めてまいります。また、クロマグロを中心にカンパチ、ハマチ等の高級魚の養殖事業の拡大

に注力し、引き続き漁業生産分野の強化を図っています。 

 

■ 商事・海外合弁事業 

グローバルな事業展開を基盤にして、強力な調達力を有する「世界の魚屋」として国内外の市場を注視

しながら顧客の開拓、新商材企画等を推進し、顧客ニーズに対応した効率的な収益体制を構築いたします。 

海外事業強化の一環としては、中国・アジア地域における加工事業、中国国内販売に加え、引き続き欧

米市場における顧客開拓に注力いたします。 

 

■ 荷受 

マルハグループ中期三ヵ年経営計画で掲げた水産事業戦略である「市場流通を担うグループ荷受の再編

を中心にした国内市場への販売力強化策」を推進いたします。 

グループ荷受再編による効率化策を進める一方、「加工／物流機能の整備」や「グループ外企業との連

携強化」を推進し、競争力のある市場流通の構築と国内販売力の強化を目指してまいります。 

 

食品事業 

原料・資材の効率的な調達、国内生産工場の稼働率改善、海外生産工場の活用等により収益体制を強化

するとともに、当社グループの商品力を結集し、お客様に満足していただける製品群を提供してまいりま

す。 

また、物流コスト削減の一環として全国４ヵ所で物流拠点の集約を計画しておりましたが、このたび「マ

ルハ東日本物流センター」が完成し、１１月から稼動いたします。このほかすでに北海道エリア、九州エ

リアでの集約は完了し、今年度中に西日本エリアでの集約を行ってまいります。 
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保管物流事業 

グループ冷蔵事業再編に着手しており、今後は冷蔵各社の統合・合併により保有設備の効率的な運営を

更に推進し、保管型冷蔵事業から総合物流サービス事業への転換を志向いたします。 

 

その他の事業 

グループ内外との連携も視野に入れ、グループ内の機能の共有強化と全体効率化、業容・収益性の見直

しを通じ、グループ事業の連携強化とグループ経営の全体最適化を積極的に推進いたします。 

 

２．利益配分に関する基本方針 

 

当社グループは、株主の皆様への適切な利益還元を経営の重要施策と位置付け、安定配当を継続的に実

施していくことを基本方針としております。 

内部留保につきましては、財務体質の充実・強化を図り、今後の経営環境の変化に対応した事業展開や

経営基盤強化に備えてまいります。 

 

３．目標とする経営指標 

 

当社グループは、主な経営指標として「マルハグループ中期三ヵ年経営計画」を挙げてまいりましたが、

最終年度（平成１７年３月期）の目標である連結営業利益１７０億円、連結経常利益１５４億円は長引く

デフレの影響による売上高の減少が顕著であることから、連結営業利益を１６０億円、連結経常利益を  

１３０億円に変更いたしております。 

また、次なる経営指標に資するために「第二次マルハグループ中期三ヵ年経営計画（平成 1７年度～平

成１９年度）」の作成に着手いたしております。 

 

４．中長期的な会社の経営戦略および対処すべき課題 

 

最終年度を迎えました「マルハグループ中期三ヵ年経営計画」では次の３つのキーコンセプトに基づい

た本格的な連結経営を志向し、グループとしての統合力を強化することを最重要課題として事業に取り組

んでおります。 

 

・グループのコア・アイデンティティは「魚」と再定義し、 

・そのサービスを中核に据え、お客様へ提供する価値創造にグループ全体で取り組み、 

・同時に、提供価値の最大化を実現するために、グループ内の経営資源（人・もの・金）の最適配置と有

効活用を大胆に進めてまいります。 

 

これらの基本戦略を一層加速・充実させることを目的とし、純粋持株会社である当社（株式会社マルハ

グループ本社）を平成１６年４月１日に設立し、平成１７年４月よりスタートを予定しております「第二

次マルハグループ中期三ヵ年経営計画」の推進へ向けたグループ内体制整備等に取り組んでおります。ま

た、不採算事業等については再編・整理を加速すべく検討いたしております。 

 

新体制の基本コンセプトは、グループの事業構造を「部分最適」から「全体最適」を追求するグループ

へ転換する、というものであり、このコンセプトを実現するために下記の二つの概念を導入することとい

たしました。 

 

①事業ユニットの導入 

当社グループは、生産から販売まで、すなわち商品の誕生からお客様の手に届くまでの非常に多くの機

能をグループ内で保持しております。こうした企業群を事業領域毎に１０の事業ユニットに分類し、統一
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的な戦略を打ち立てていくことで、そこから新しいビジネスチャンスと顧客価値を生み出すことを狙って

いくことといたしました。これら事業ユニットは、その性質により、グループ内で生産から販売までの一

貫した垂直型事業を推進する「垂直事業ユニット」と、複数事業ユニットと協調してユニット間を横断的

に効率よいサービス・インフラを提供する「横断事業ユニット」の二つのグループに分類されます。 

 

（垂直事業ユニット） 

漁業・養殖ユニット、北米ユニット、水産商事ユニット、業務食品ユニット、 

市販食品ユニット、砂糖ユニット、化成品ユニット 

 

（横断事業ユニット） 

荷受ユニット、保管物流ユニット、戦略販売ユニット 

 

今後は、これらのユニット一つ一つを、あたかも一つの事業体と捉え、グループレベルで事業環境への

迅速な対応とユニットを構成するグループ企業間のシナジーを追求していくことを目指してまいります。 

 

②戦略セグメントの導入 

前述した１０の事業ユニットをさらに３つのグループに分類し、それぞれを戦略セグメントと定義し、

グループ総合力の源泉である複数の事業ユニット間のシナジーを最大化するための諸施策を実施してまい

ります。なお、セグメント内の事業ユニットの組合せは、経営環境・戦略により柔軟に変更していくこと

も予定しております。 

 

（水産セグメント） 

漁業・養殖ユニット、北米ユニット、水産商事ユニット、荷受ユニット、戦略販売ユニット 

 

（食品セグメント） 

業務食品ユニット、市販食品ユニット、砂糖ユニット、化成品ユニット 

 

（保管物流セグメント） 

保管物流ユニット 

 

５．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

 

当社は、グループ価値の最大化を目指して株式移転により新たに設立されましたが、コンプライアンス

ならびに経営の透明性および健全化を経営上の最重要課題の一つと位置付けております。 

当社は、監査役制度を採用しております。監査役４名のうち３名が社外監査役であり、取締役会に出席

し、意見を述べるほか、会計監査人とも定期的に意見交換を行うなど、グループ経営の業務執行状況につ

き監督を行っております。 

取締役会につきましては、取締役１０名のうち１名が社外取締役であり、業務執行の監督および経営戦

略の立案を重要事項として運営するとともに、執行役員制度を導入し、経営と執行を分離することにより、

取締役会の監督機能の強化を図っております。また、迅速な意思決定のため、常勤取締役で構成される経

営会議を設置し、経営および業務執行の全般について権限の委譲を行っております。 

なお、社外取締役・社外監査役と当社との取引関係はありません。 

コンプライアンスにつきましては、「マルハグループ行動指針」および「マルハコンプライアンスマニ

ュアル」に基づきコンプライアンス精神の醸成に努める他、社長を委員長とする「コンプライアンス委員

会」を設置し、法令順守はもとよりオープンでフェアな企業活動を確立する活動を行っております。また、

グループ経営における内部統制システム構築の一環として、平成１６年１０月１日よりグループ全体を対

象に、弁護士事務所に通報先を設置するなどの「内部通報制度」の運用を開始いたしました。 
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３．経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 

１．経営成績 

（１）当中間期の業績全般の概況 

当中間期におけるわが国の経済は、個人消費の緩やかな増加や、企業業績の改善により設備投資が伸

びを見せるなど、景気回復基調にありましたが、完全失業率が高水準で推移する厳しい雇用環境が続く

ことや、原油相場の高騰などからくる先行き不透明感は依然として払拭できない状況でした。 

水産・食品業界におきましても、低価格傾向が続くなど依然として厳しい事業環境にありました。 

このような状況のなかでマルハグループは、水産事業の減収を吸収すべく、原料の効率的調達、工場

稼働率の改善、販管費の削減に努めました。 

以上の結果、当中間期の売上高は３６８，０２５百万円、営業利益は７，３０８百万円、経常利益は  

６，３４９百万円となり、中間純利益は２，１４７百万円となりました。 

 

（２）当中間期のセグメント別の概況 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

 

水産事業 

水産市況の低迷を受け荷受各社の落込みがあるものの、漁業部門の収支改善により、売上高は   

２５９，２７４百万円、営業利益は３，８１２百万円となりました。 

 

食品事業 

    デザート類などが健闘するとともに、原料の効率的調達、工場稼働率の改善、販管費の削減などの

施策により売上高は８７，９７１百万円、営業利益は３，７０４百万円となりました。 

 

保管物流事業 

    荷主各社の在庫圧縮傾向ならびに原油相場高騰のなか、売上高は１０，１１５百万円、営業利益は

１，００３百万円となりました。 

 

その他の事業 

    売上高は１０，６６４百万円、営業利益は３５０百万円となりました。 

 

 所在地別セグメントの業績を示すと次のとおりであります。 

 

 日   本 

   水産市況の低迷により荷受各社が苦戦するなか、売上高は３４５，９８７百万円となりましたが、

加工食品事業の効率化などにより営業利益は８，０６４百万円となりました。 

 

 北   米 

   すりみの販売単価下落が続くなか、売上高は１２，２６８百万円、営業利益は１６９百万円となり

ました。 

  

 ヨーロッパ 

   販売会社の新規顧客開拓の遅れなどもあり売上高は１，８０９百万円、営業損失は１５６百万円と

なりました。 

 ア ジ ア 

   新規工場が稼動するなか缶詰販売の増加などにより売上高は７，２３２百万円、営業利益は４５７

百万円となりました。 
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 その他の地域 

 売上高は７２７百万円、営業利益は６６０百万円となりました。 

なお、その他の地域の売上は、マルハ株式会社に対する水産物の売上が中心となります。 

 

（３）通期の見通し 

  通期の経済見通しにつきましては、企業収益の改善及び設備投資の拡大が見込まれますが、雇用情勢は

依然として厳しく、個人消費の伸びにも力強さは感じられず、現状のような推移が続くと思われます。 

水産物市況も大幅な回復は期待できず、厳しい経営環境が続きますが、引き続き効率的生産販売による

収益力の強化、コスト削減に努めてまいります。 

 以上により、売上高は７７０，０００百万円を、営業利益は１６，０００百万円、経常利益は      

１３，０００百万円、当期純利益は５，５００百万円を見込んでおります。 

 

２．財政状態 

（１）当中間期の概況 

 当中間期における財政状態は、次のとおりであります。 

 

 営業活動によるキャッシュ･フロー 

  営業活動の結果得られた資金は２，３５５百万円となりました。これは、売上債権の増加が仕入債務

の増加を上回ったことによるキャッシュ・フローの悪化があるものの、税金等調整前中間純利益が比較

的順調に推移したことなどによるものであります。 

 

 投資活動によるキャッシュ・フロー 

  投資活動の結果得られた資金は６，９５７百万円となりました。これは、主に貸付金の回収によるも

のであります。 

 

財務活動によるキャッシュ･フロー 

  財務活動の結果使用した資金は１１，３３０百万円となりました。これは、主に借入金の削減に注力

したことによります。 

 

 これらの結果、当中間期における現金及び現金同等物の中間期末残高は１６，４４４百万円となり、期

首に比べ２，２２４百万円（△１１．９％）減少しました。 

 

 

（２）通期の見通し 

  中間期におきましては水産物の季節性によりたな卸資産が増加しておりますが、通期では期首より減少

する見込みです。 

 設備投資に特に大きな案件はないため、引き続き借入金の削減に努めてまいります。 

 

 

（３）キャッシュ・フロー指標のトレンド 

 （参考） 

マルハ株式会社 

平成14年3月期

（参考） 

マルハ株式会社 

平成15年3月期

（参考） 

マルハ株式会社 

平成16年3月期 

平成16年9月 

中間期 

自己資本比率(%) 6.5 6.7 8.3 8.3

時価ベースの自己資本比率(%) 7.4 8.1 11.5 13.5

債務償還年数(年) 66.7 15.7 16.5 －

インタレスト・カバレッジ・レシオ 0.8 3.9 3.6 1.0
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※ 自己資本比率：自己資本／総資産 

    時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

    債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー（中間期は記載しておりません。） 

    インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

 

    １．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

    ２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。 

    ３．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・

フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子

を支払っているすべての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシ

ュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

 



(a)中間連結貸借対照表

期　　 　　別　

  科         目

Ⅰ

1. 16,891 19,841 △ 2,950 19,373

2. 68,996 66,995 2,001 62,523

3. 5,074 1,084 3,990 3,012

4. 73,465 80,015 △ 6,550 71,532

5. 3,298 3,241 57 2,219

6. 2,859 3,037 △ 178 3,201

7. 15,573 18,420 △ 2,847 15,198

△ 1,180 △ 1,881 701 △ 1,637

184,978 190,754 △ 5,776 175,424

Ⅱ

1. 有 形 固 定 資 産

(1) 51,717 54,911 △ 3,194 53,240

(2) 18,726 20,673 △ 1,947 19,602

(3) 66,248 65,043 1,205 66,414

(4) 1,279 1,541 △ 262 916

(5) 6,196 6,327 △ 131 6,239

144,167 148,497 △ 4,330 146,413

2. 無 形 固 定 資 産 2,538 2,672 △ 134 2,615

3. 投 資 そ の 他 の 資 産

(1) 48,258 51,142 △ 2,884 52,111

(2) 58,986 68,645 △ 9,659 67,833

(3) 12,272 12,157 115 12,424

(4) 21,887 27,654 △ 5,767 22,189

△ 39,605 △ 35,674 △ 3,931 △ 39,429

101,798 123,925 △ 22,127 115,128

248,505 275,096 △ 26,591 264,157

Ⅲ 53 75 △ 22 61

433,537 465,926 △ 32,389 439,642

Ⅰ

1. 33,667 35,168 △ 1,501 30,313

2. 194,204 214,434 △ 20,230 203,516

3. 1,638 1,242 396 929

4. 70 81 △ 11 76

5. 2,043 2,185 △ 142 1,922

6. 16,521 17,656 △ 1,135 17,542

248,145 270,768 △ 22,623 254,300

Ⅱ

1. 105,689 117,949 △ 12,260 104,511

2. 3,624 1,798 1,826 4,261

3. 11,855 10,985 870 11,207

4. 205 238 △ 33 199

5. 8,403 8,498 △ 95 8,513

129,777 139,471 △ 9,694 128,694

377,922 410,240 △ 32,318 382,994

19,661 19,988 △ 327 20,202

Ⅰ  15,000 15,000 － 15,000

Ⅱ 160 110 50 160

Ⅲ 23,326 22,439 887 22,129

Ⅳ 4,676 3,402 1,274 5,368

Ⅴ △ 6,968 △ 4,805 △ 2,163 △ 5,974

Ⅵ △ 240 △ 448 208 △ 238

35,954 35,697 257 36,445

前連結会計年度の

32,389 △

当中間連結会計期間末

(平成16年9月30日)

増　　　減

465,926433,537

前中間連結会計期間末

有 価 証 券

た な 卸 資 産

流 動 資 産

439,642

資 産 合 計

繰 延 税 金 資 産

短 期 貸 付 金

固 定 資 産

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

そ の 他

貸 倒 引 当 金

（参　考）

(平成16年3月31日)

（単位　百万円）

（参　考）

(平成15年9月30日)

要約連結貸借対照表

マルハ株式会社

そ の 他

貸 倒 引 当 金

投資その他の資産合計

有 形 固 定 資 産 合 計

長 期 貸 付 金

そ の 他

流 動 負 債 合 計

そ の 他

繰 延 資 産

固 定 資 産 合 計

（ 負　債  の  部 ）

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

固 定 負 債 合 計

繰 延 税 金 負 債

そ の 他

流 動 負 債

賞 与 引 当 金

固 定 負 債

特 別 修 繕 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

長 期 借 入 金

繰 延 税 金 負 債

自 己 株 式

為 替 換 算 調 整 勘 定

負 債 合 計

（少 数 株 主 持 分）

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

及 び 資 本 合 計

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

少 数 株 主 持 分

（ 資  本  の  部 ）

資 本 合 計

負 債 、 少 数 株 主 持 分

４．連 結 財 務 諸 表 等

マルハ株式会社

繰 延 税 金 資 産

投 資 有 価 証 券

土 地

建 設 仮 勘 定

流 動 資 産 合 計

建 物 及 び 構 築 物

（ 資  産  の  部 ）

現 金 及 び 預 金
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(b)中間連結損益計算書 (単位 百万円）

増　減

  科         目 百分比 百分比 金　額 百分比
 %  %  % 

Ⅰ 100.0 100.0 △ 3,631 100.0 

Ⅱ 88.4 88.9 △ 4,997 89.2

11.6 11.1 1,366 10.8

Ⅲ
1. 3,177 2,909 5,877

2. 1,390 1,274 2,675

3. 5,176 5,037 10,384

4. 1,398 1,167 2,338

5. 8 386 425

6. 8,348 8,708 18,363

7. 1,305 1,452 1,365

8. 1,651 1,803 3,539

9. 1,386 1,501 2,950

10. 467 486 990

11. 312 358 700

12. 10,759 9.6 10,163 9.5 133 20,821 9.3

7,308 2.0 6,076 1.6 1,232 11,792 1.6

Ⅳ
1. 466 764 896

2. 419 293 472

3. － 384 412

4. 118 － － 

5. 1,247 2,251 0.6 1,270 2,712 0.7 △ 461 2,175 3,957 0.5

Ⅴ
1. 2,355 2,603 5,129

2. 10 6 5

3. 70 － － 

4. － 43 146

5. 774 3,211 0.9 666 3,319 0.9 △ 108 1,343 6,624 0.9

6,349 1.7 5,469 1.5 880 9,125 1.2

Ⅵ
1. 35 41 162

2. 914 75 667

3. 190 239 3,633

4. 203 34 79

5. 46 1,391 0.4 130 521 0.1 870 510 5,052 0.7 

Ⅶ
1. 113 139 388

2. 263 49 506

3. 137 9 42

4. 28 6 117

5. 10 4 588

6. 136 213 4,170

7. 51 330 1,403

8. 518 389 367

9. － 70 129

10. 1,411 2,672 0.7 391 1,605 0.4 1,067 2,163 9,878 1.3 

5,068 1.4 4,385 1.2 683 4,299 0.6 

1,897 1,333 2,403

507 2,404 0.7 429 1,762 0.5 642 52 2,455 0.3 

516 0.1 381 0.1 135 △ 86 △ 0.0 

2,147 0.6 2,240 0.6 △ 93 1,930 0.3

役 員 退 職 慰 労 金

（参　考）
マルハ株式会社
前連結会計年度

757,893

675,667

82,226

70,433

自 平成１５年４月　１日
至 平成１６年３月３１日
金         額

（参　考）
マルハ株式会社

前中間連結会計期間
当中間連結会計期間

至 平成１６年９月３０日
自 平成１５年４月　１日自 平成１６年４月　１日

368,025

至 平成１５年９月３０日
金         額

371,656

金         額

固 定 資 産 処 分 損

外 国 為 替 差 益

期         別　

売 上 高

売 上 総 利 益

発 送 配 達 費

売 上 原 価

保 管 料

減 価 償 却 費

雑 収 入

営 業 外 費 用

特 別 損 失

前 期 損 益 修 正 益
固 定 資 産 売 却 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益

特 別 利 益

支 払 利 息

330,331

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

そ の 他

営 業 利 益

研 究 開 発 費

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額

35,249

325,334

35,382

販 売 手 数 料

持 分 法 に よ る 投 資 利 益

営 業 外 収 益
受 取 利 息

42,691

受 取 配 当 金

41,325

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

広告宣伝及び販売促 進費

福 利 費

従 業 員 給 与
賞 与 引 当 金 繰 入 額

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

少 数 株 主 利 益

法 人 税 等 調 整 額

前 期 損 益 修 正 損

税金等調整前中間（当期）純利益

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

投 資 有 価 証 券 売 却 損

法人税、住民税及び事業税

貸 倒 損 失

そ の 他

割 増 退 職 金

関 係 会 社 整 理 損

貸 倒 引 当 金 繰 入 額
外 国 為 替 差 損

そ の 他
貸 倒 引 当 金 戻 入 額

持 分 法 に よ る 投 資 損 失

経 常 利 益

雑 支 出

投 資 有 価 証 券 評 価 損
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(c)中間連結剰余金計算書 (単位 百万円）

増減

金　　額

Ⅰ 160 110 50 110

Ⅱ

1. － － － －          － 49 49

Ⅲ － － － －          － － －

Ⅳ 160 110 50 160

Ⅰ 22,129 21,091 1,038 21,091

Ⅱ

1. 2,147 2,240 1,930

2. － 2,147 61 2,301 △ 154 61 1,991

Ⅲ

1. 894 888 888

2. 55 949 65 954 △ 5 65 954

Ⅳ 23,326 22,439 887 22,129

（参　考）

マルハ株式会社

前中間連結会計期間

至　平成１５年９月３０日

（参　考）

マルハ株式会社

金　          額

前連結会計年度

至　平成１６年３月３１日

金　          額

自　平成１５年４月  １日 自　平成１５年４月  １日

金　          額

当中間連結会計期間

至　平成１６年９月３０日

自　平成１６年４月  １日

資 本 剰 余 金 中 間 期 末 （ 期 末 ） 残 高

利 益 剰 余 金 中 間 期 末 （ 期 末 ） 残 高

連 結 子 会 社 の 増 加 に 伴 う 増 加 高

配 当 金

役 員 賞 与

　(利益剰余金の部）

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

期　　 　　別　

  科         目

資 本 剰 余 金 減 少 高

　(資本剰余金の部）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 増 加 高

自 己 株 式 処 分 差 益
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（ｄ）中間連結キャッシュ・フロー計算書 （単位 百万円）

期　　　別

　科 　　目

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間（当期）純利益 5,068 4,385 4,299

減価償却費 3,969 4,129 8,433

貸倒引当金の増減額（減少：△） 135 652 4,122

退職給付引当金の増減額（減少：△） 647 807 907

受取利息及び受取配当金 △ 886 △ 1,058 △ 1,369

支払利息 2,355 2,603 5,129

投資有価証券売却損益（益：△） △ 52 △ 229 △ 3,590

有形固定資産売却損益（益：△） △ 793 △ 70 △ 276

投資有価証券評価損 28 6 117

売上債権の増減額（増加：△） △ 6,925 △ 1,271 3,142

たな卸資産の増減額（増加：△） △ 2,143 △ 3,678 2,727

その他流動資産の増減額(増加：△） △ 1,405 △ 735 1,710

仕入債務の増減額（減少：△） 3,572 4,088 △ 633

その他流動負債の増減額（減少：△） 637 △ 1,581 △ 2,503

その他 △ 804 △ 1,603 △ 424

小　　　　　　　　計 3,403 6,444 21,792

法人税等の支払額 △ 1,047 △ 1,910 △ 3,119

2,355 4,533 18,673

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △ 272 △ 386 △ 889

投資有価証券の売却による収入 784 626 7,608

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の

　売却による収入

特定信託の解約による収入 － － 4,076

有形固定資産の取得による支出 △ 3,129 △ 3,603 △ 6,836

有形固定資産の売却による収入 350 219 1,175

貸付けによる支出 △ 1,680 △ 3,572 △ 3,286

貸付金の回収による収入 9,500 3,889 4,477

利息及び配当金の受取額 971 1,089 2,463

その他 235 △ 485 △ 114

6,957 △ 2,223 8,755

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額（減少：△） △ 3,206 △ 17,407 △ 29,697

長期借入れによる収入 16,950 34,694 39,941

長期借入金の返済による支出 △ 21,607 △ 17,722 △ 33,532

自己株式の取得による支出 △ 1 △ 0 △ 5

配当金の支払額 △ 894 △ 888 △ 888

少数株主への配当金の支払額 △ 300 △ 434 △ 538

利息の支払額 △ 2,271 △ 2,694 △ 5,247

その他 － － 63

△ 11,330 △ 4,453 △ 29,904

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 206 △ 10 △ 340

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△） △ 2,224 △ 2,154 △ 2,816

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 18,669 21,285 21,285

Ⅶ 新規連結による現金及び現金同等物増加額 － 201 201

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 16,444 19,332 18,669

当中間連結会計期間

自　平成１５年４月  １日 自　平成１５年４月  １日自　平成１６年４月  １日

前中間連結会計期間

（参　考）

マルハ株式会社

前連結会計年度

マルハ株式会社

（参　考）

財務活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

至　平成１６年３月３１日至　平成１６年９月３０日 至　平成１５年９月３０日
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《中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項》

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 社
　そのうち主要な連結子会社は、マルハ㈱、大都魚類㈱、塩水港精糖㈱、大洋エーアンドエフ㈱、
㈱マルハ物流ネット、神港魚類㈱である。

(2) 非連結子会社の数 社
　そのうち主要な非連結子会社は、Western Alaska Investment Corporation、WAFBO,Inc.、
㈱別府魚市である。

(3) 非連結子会社について連結の範囲から除いた理由
　非連結子会社34社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、中間純損益（持分に
見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等はいずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼ
していないためである。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 非連結子会社34社のうち、２社に対する投資について持分法を適用している。
＜会社名＞
Western Alaska Investment Corporation、WAFBO,Inc.

(2) 関連会社54社のうち、11社に対する投資について持分法を適用している。
＜主要な会社名＞
南西糖業㈱、マルハペットフード㈱、舟山興業有限公司、VIVER-ATUN Cartagena,S.A.、
Westward Fishing Company、㈱ＣＡＣマルハシステムズ

(3) 持分法を適用していない非連結子会社32社及び関連会社43社については連結中間純利益及び連結利
益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、これらの会社に対する
投資勘定については持分法を適用せず原価法により評価している。
＜持分法適用除外の主要な会社名＞
（持分法適用除外の非連結子会社）㈱別府魚市
（持分法適用除外の関連会社） ㈱ポートリリーフエンジニアリング、アズマビルサービス㈱

(4) 持分法適用会社のうち、中間決算日が中間連結決算日と異なる会社については、各社の中間会計期
間に係る中間財務諸表を使用している。

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

　連結子会社のうち、マルハ㈱他72社の中間決算日は、中間連結決算日と一致している。
　New Eastern Limited、Taiyo Finance Europe Limited、Alyeska Seafoods,Inc.、
Trans-Ocean Products,Inc.、Westward Seafoods,Inc.、Supreme Alaska Seafoods,Inc.、
Taiyo (U.K.) Limited、Societe Malgache de Pecherie、Entreposto Frigorifico de Pesca
de Mocambique,Limitada、Companhia de Pesca do Oceano Indico,Limitada、Societe Malgache de
Aquaculture、Maruha Capital Investment,Inc．、NEL(Delaware) Inc.、TRANS-EUROPE SEAFOOD 
SALES B.V.、慈渓永興食品有限公司、Societe Malgache de Pecherie du Boinaの16社は中間決算日
が6月30日、北九州興発㈱は中間決算日が7月31日のため、当該各社の中間決算日における中間財務諸表
を使用し、中間連結決算日までの間に生じた重要な取引については連結上必要な調整を行っている。
　Gill & Duffus S.A.は中間決算日が12月31日、Kingfisher Holdings Limited、Southeast Asian
Packaging and Canning Limitedの2社は中間決算日が３月31日のため、中間連結決算日現在で実施した
仮決算に基づく中間財務諸表を使用している。

93
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４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
有価証券
売買目的有価証券 ： 時価法（売却原価は主として移動平均法により算定している。）

満期保有目的債券 ： 償却原価法（定額法）

その他有価証券
時価のあるもの ： 中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は主として移動平均法により算定している。）
時価のないもの ： 移動平均法による原価法

デリバティブ ： 時価法

たな卸資産
製　　　品 ： 主として先入先出法に基づく低価法
商　　　品 ： 主として総平均法に基づく低価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産
　減価償却資産は主として定率法を採用しているが、一部の連結子会社では定額法を採用してい
る。
　但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）については、定額法を
採用している。
　なお、主な耐用年数は以下の通りである。
　建物及び構築物 　２年～50年
　機械装置及び運搬具 ２年～17年

無形固定資産
　定額法を採用している。
　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいてい
る。

(3) 重要な引当金の計上基準
貸倒引当金
　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上している。

退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込
額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上している。
　なお、会計基準変更時差異（17,310百万円）については、主として15年による按分額を費用処
理している。
　数理計算上の差異については、主として各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（主として10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連
結会計年度から費用処理することとしている。

特別修繕引当金
　船舶の特別修繕に要する費用の支出に備えるため、将来の修繕見積額に基づき計上している。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
  外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益
として処理している。なお、在外子会社等の資産及び負債は、主として中間連結決算日の直物為
替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は少数
株主持分及び資本の部における為替換算調整勘定に含めている。

①

②

①

②

①

②

③

③

④
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(5) 重要なリース取引の処理方法
  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ
いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

(6) 重要なヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理を採用している。
　また、金利スワップについて特例処理の条件を満たしている場合には特例処理を採用している。

ヘッジ手段とヘッジ対象
　ヘッジ手段 ： 先物為替予約取引及び通貨オプション取引
　ヘッジ対象 ： 外貨建売上債権及び買入債務
　ヘッジ手段 ： 金利スワップ取引
　ヘッジ対象 ： 借入金利息
　ヘッジ手段 ： 砂糖先物取引
　ヘッジ対象 ： 商品及び原材料（砂糖）

ヘッジ方針
　主として内部規程である「金融リスク管理検討会規程」等に基づき、為替変動リスク、金利変
動リスク及び価格変動リスクをヘッジしている。

(7) その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項
消費税等の会計処理方法
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少な
リスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっている。

③

②

①
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注記事項

〔中間連結貸借対照表関係〕

　１．有形固定資産の減価償却累計額は、155,654百 　１．有形固定資産の減価償却累計額は、154,612百 　１．有形固定資産の減価償却累計額は、153,051百

万円である。 万円である。 　万円である。

　２．担保資産及び担保付債務 　２．担保資産及び担保付債務 　２．担保資産及び担保付債務

　　担保に供している資産は次のとおりである。 　　担保に供している資産は次のとおりである。 　　担保に供している資産は次のとおりである。

百万円 （ 百万円 ） 百万円 （ 百万円 ） 百万円 （ 百万円 ）

有価証券 （ ） 有価証券 （ ） 有価証券 （ ）

建物及び構築物 （ ） 建物及び構築物 （ ） 建物及び構築物 （ ）

機械装置及び運搬具 （ ） 機械装置及び運搬具 （ ） 機械装置及び運搬具 （ ）

土地 （ ） 土地 （ ） 土地 （ ）

無形固定資産 （ ） 無形固定資産 （ ） 無形固定資産 （ ）

投資有価証券 （ ） 投資有価証券 （ ） 投資有価証券 （ ）

その他 （ ） その他 （ ） その他 （ ）

計 （ ） 計 （ ） 計 （ ）

担保付債務は次のとおりである。 担保付債務は次のとおりである。 担保付債務は次のとおりである。

百万円 （ 百万円 ） 百万円 （ 百万円 ） 百万円 （ 百万円 ）

短期借入金 （ ） 短期借入金 （ ） 短期借入金 （ ）

１年以内返済予定の １年以内返済予定の １年以内返済予定の

長期借入金 長期借入金 長期借入金

長期借入金 （ ） 長期借入金 （ ） 長期借入金 （ ）

その他 （ ） その他 （ ） その他 （ ）

計 （ ） 計 （ ） 計 （ ）

上記のうち（　）書は、工場財団、漁業財団を組 上記のうち（　）書は、工場財団、漁業財団を組 上記のうち（　）書は、工場財団、漁業財団を組

成しているものである。 成しているものである。 成しているものである。

　３．偶発債務 　３．偶発債務 　３．偶発債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入等 連結会社以外の会社の金融機関等からの借入等 連結会社以外の会社の金融機関等からの借入等

に対して債務保証を行っている。 に対して債務保証を行っている。 に対して債務保証を行っている。

百万円 百万円 百万円

太平洋製糖㈱ 太平洋製糖㈱ 太平洋製糖㈱

VIVER-ATUN　Cartagena,S.A. VIVER-ATUN　Cartagena,S.A. 舟山興業有限公司

他　13社 他　17社 他　14社

小 計 小 計 小 計

財形住宅ローン等 財形住宅ローン等 財形住宅ローン等

合 計 合 計 合 計

（うち他社との共同保証によるもの） （ ） （うち他社との共同保証によるもの） （ ） （うち他社との共同保証によるもの） （ ）

（うち外貨建の保証によるもの） （うち外貨建の保証によるもの） （うち外貨建の保証によるもの）

  3,540千米ドル （ ）    803千米ドル （ ）   1,246千米ドル （ ）

  1,508千ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞﾄﾞﾙ （ ） 36,491千タイバーツ （ ）      889千ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞﾄﾞﾙ （ ）

15,000千タイバーツ （ ） 計 （ ） 計 （ ）

計 （ ）

　４．受取手形割引高は、58百万円である。 　４．受取手形割引高は、187百万円である。 　４．受取手形割引高は、196百万円である。

395

381

102

39

524

759

7,172

13395

821

6,412

62,595 21,231

3,706

800

105,626 38,690

3,708

－

1,104 1,073

32,937 23,427

11,260 7,547

36,628 19,127

3,3081,000 －

1,104 1,073

34,084

96,821 33,495

16,208 4,843

59,227 20,822

1,812 211

19,573 （

19,358

6,561

18,532

－

－

1,073

2,650

1,104

32,529

10,474

35,809

32,117

1,817

116,503

168

45,694

222

34,757 －

24,186

11,283 7,573

－

36,649 19,381

32,458

3,856

9,523 18,910）

121,555

18,5067,156

7,617 20,734 （）

31,992

（ 7,359 ）

118,232 50,656

5,6143,228 1,984

63

197

103

1,000

1,989

6,433

1,9062,438

7,343

198

837

7,096

（参　　考）

1,018

（平成１５年９月３０日）

3,454 271

122,333 52,486

8,164

71,988

22,280

3,444

（参　　考）

（平成１６年３月３１日）（平成１６年９月３０日）

3,905

51,399

6,390

1,000

662

当中間連結会計期間末

前中間連結会計期間末 前連結会計年度

マルハ株式会社 マルハ株式会社
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〔中間連結損益計算書関係〕

　１．「前期損益修正」の内訳 　１．「前期損益修正」の内訳 　１．「前期損益修正」の内訳

過年度原価修正額等である。 過年度原価修正額等である。 過年度原価修正額等である。

　２．「固定資産売却益」の内訳 　２．「固定資産売却益」の内訳 　２．「固定資産売却益」の内訳

　 機械装置売却益14百万円、土地売却益863百万円 　 機械装置売却益43百万円、船舶売却益25百万円 　 漁業権売却益312百万円、船舶売却益111百万円

他である。 他である。 土地売却益109百万円、建物売却益62百万円他

である。

　３．（法人税等の表示方法） 　３．（法人税等の表示方法）

〔中間連結キャッシュ・フロー計算書関係〕

　　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結 　　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結 　　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 表に掲記されている科目の金額との関係

（平成１６年９月３０日現在） （平成１５年９月３０日現在） （平成１６年３月３１日現在）

現金及び預金勘定 百万円 現金及び預金勘定 百万円 現金及び預金勘定 百万円

預入期間が３ヶ月を超える 預入期間が３ヶ月を超える 預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 定期預金 定期預金

取得日から３ヶ月以内に償 取得日から３ヶ月以内に償 取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投 還期限の到来する短期投 還期限の到来する短期投 百万円

資（有価証券） 資（有価証券） 資（有価証券）

現金及び現金同等物 百万円 現金及び現金同等物 百万円 現金及び現金同等物 百万円

〔1株当たり情報〕

１株当たり純資産額 円 １株当たり純資産額 円 １株当たり純資産額 円

１株当たり中間純利益 円 １株当たり中間純利益 円 １株当たり当期純利益 円

 　なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額に 　なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額に 　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

 ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりま ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりま ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりま

 せん。 せん。 せん。

　至　平成１５年９月３０日）　至　平成１６年９月３０日）

当中間連結会計期間における一部の連結子会
社の税金費用については、簡便法により計算し
ているため、法人税等調整額は、｢法人税、住民
税及び事業税｣に含めて表示している。

（参　　考）

16,444 19,332

百万円△ 446

－ 百万円

19,84116,891

（自　平成１５年４月　１日（自　平成１６年４月　１日 （自　平成１５年４月　１日

　至　平成１６年９月３０日）

（自　平成１６年４月　１日 （自　平成１５年４月　１日

　　　　　　　同左

（参　　考） （参　　考）

（参　　考）

　至　平成１５年９月３０日） 　至　平成１６年３月３１日）

18,669

39

△ 549

（自　平成１５年４月　１日

　至　平成１６年３月３１日）

百万円△ 704

－

　至　平成１６年３月３１日）

（参　　考） （参　　考）

（自　平成１６年４月　１日 （自　平成１５年４月　１日 （自　平成１５年４月　１日

当中間連結会計期間 マルハ株式会社 マルハ株式会社

120.38

7.18

　至　平成１６年９月３０日） 　至　平成１５年９月３０日）

121.84

6.30

120.29

7.54

当中間連結会計期間

前中間連結会計期間 前連結会計年度

マルハ株式会社 マルハ株式会社

前中間連結会計期間 前連結会計年度

当中間連結会計期間 マルハ株式会社 マルハ株式会社

前中間連結会計期間 前連結会計年度

19,373

百万円

百万円
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１．事業の種類別セグメント情報

当中間連結会計期間（自平成１６年４月１日　至平成１６年９月３０日）      (単位 百万円)

売上高及び営業損益

   (1) 外部顧客に対する
       売上高 259,274 87,971 10,115 10,664 368,025
   (2) ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部
       売上高又は振替高 6,624 7,375 2,888 346 17,235 ( 17,235 )

265,899 95,346 13,004 11,011 385,260 ( 17,235 )
262,086 91,641 12,000 10,661 376,390 ( 15,673 )
3,812 3,704 1,003 350 8,870 ( 1,561 )

  (注) 1. 事業区分は主として内部管理上採用している区分によっている。
       2. 各事業区分に属する主要製品

事       業       区       分 主     要     製     品
漁業、魚介類販売業、荷受業 冷凍魚介・すり身・鮮魚
食品加工・販売業 缶詰･冷凍食品･魚肉ハムソーセージ・砂糖類
冷蔵・普通倉庫業、運送業
不動産業、レストラン業ほか

       3. 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当中間連結会計期間1,530百万円であり、
      　  その主なものは、親会社の費用、マルハ㈱の総務部門・研究開発部門等に係る費用である。

＜参考＞マルハ株式会社の前中間連結会計期間および前連結会計年度の「事業の種類別セグメント情報」

前中間連結会計期間（自平成１５年４月１日　至平成１５年９月３０日）      (単位 百万円)
加工食品 保管・物流 その他の
事    業 事    業 事　　業

売上高及び営業損益

   (1) 外部顧客に対する
       売上高 264,810 67,915 11,198 27,731 371,656
   (2) ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部
       売上高又は振替高 14,146 6,940 2,677 2,013 25,778 ( 25,778 )

278,957 74,856 13,876 29,745 397,435 ( 25,778 )
275,195 72,438 13,052 29,247 389,934 ( 24,354 )
3,761 2,417 823 497 7,501 ( 1,424 )

前連結会計年度（自平成１５年４月１日　至平成１６年３月３１日）      (単位 百万円)
加工食品 保管・物流 その他の
事    業 事    業 事　　業

売上高及び営業損益

   (1) 外部顧客に対する
       売上高 549,224 131,962 22,108 54,598 757,893
   (2) ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部
       売上高又は振替高 25,066 14,862 5,452 3,496 48,877 ( 48,877 )

574,290 146,825 27,560 58,094 806,770 ( 48,877 )
567,225 142,221 25,945 56,598 791,991 ( 45,890 )
7,064 4,604 1,615 1,495 14,779 ( 2,987 )

  (注) 1. 事業区分は主として内部管理上採用している区分によっている。
       2. 各事業区分に属する主要製品

事       業       区       分 主     要     製     品
漁業、魚介類販売業、荷受業 冷凍魚介・すり身・鮮魚
食品加工・販売業 缶詰･冷凍食品･魚肉ハムソーセージ・砂糖類
冷蔵・普通倉庫業、運送業
畜産食料品業ほか 畜産食料品

       3. 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前中間連結会計期間1,411百万円、前連結
      　  会計年度2,995百万円であり、その主なものは、親会社の総務・経理部門・研究開発部門等に係る費用である。

水 産 事 業
加 工 食 品 事 業
保管・物流事業 ―――――――――――――――――
そ の 他 の 事 業

営 業 費 用 746,101
営 業 利 益 11,792

757,893

―――
計 757,893

事    業 又は全社

売 上 高

―――

そ の 他 の 事 業 ―――――――――――――――――

水    産
計

消    去
連    結

371,656
365,580
6,076

営 業 費 用
営 業 利 益

計

５．セ グ メ ン ト 情 報

連    結

連    結

368,025

368,025
360,716

―――

事    業

―――

計

―――

7,308

371,656

売 上 高

計
消    去
又は全社

水    産

計
営 業 費 用

消    去
又は全社

水    産 食　　品 保管物流 そ の 他

売 上 高

営 業 利 益

―――

水 産 事 業
食 品 事 業
保 管 物 流 事 業 ―――――――――――――――――
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（注）事業区分の変更
　㈱マルハグループ本社は、平成16年4月1日にマルハ㈱の株式移転により純粋持株会社として設立され、グループ全体の経
営戦略の立案等グループ経営に特化すると共に、事業専業のマルハ㈱を含むグループ企業をグループ経営の強化という観点

から有機的な10の事業ユニットに分類し、各事業ユニット内での有機的連携を強化し、その事業分野で更なる成長と発展を

目指すこととした。また、10の事業ユニットは３つの戦略セグメント〔水産、食品、保管物流〕にくくり、ユニット間のシ

ナジーを最大化するための諸施策を実施していくことにした。

　これに伴い、事業区分については、「畜産事業」を「その他の事業」から「食品事業」に変更したほか、事業ユニットの

関係で再編成している。

　また、配賦不能営業費用については、従来のマルハ㈱総務・経理部門・研究開発部門等に係る費用に加え、親会社である

㈱マルハグループ本社に係る費用を含めている。

　なお、前中間連結会計期間および前連結会計年度のセグメント情報を変更後の事業区分で示すと次のとおりである。

前中間連結会計期間（自平成１５年４月１日　至平成１５年９月３０日）      (単位 百万円)

売上高及び営業損益

   (1) 外部顧客に対する
       売上高 261,821 86,470 10,630 12,733 371,656
   (2) ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部
       売上高又は振替高 6,722 6,766 2,751 342 16,582 ( 16,582 )

268,543 93,237 13,382 13,076 388,239 ( 16,582 )
264,913 90,709 12,521 12,607 380,752 ( 15,172 )
3,629 2,527 860 468 7,487 ( 1,410 )

前連結会計年度（自平成１５年４月１日　至平成１６年３月３１日）      (単位 百万円)

売上高及び営業損益

   (1) 外部顧客に対する
       売上高 540,232 171,056 21,258 25,346 757,893
   (2) ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部
       売上高又は振替高 11,762 13,587 5,525 1,842 32,716 ( 32,716 )

551,995 184,643 26,783 27,188 790,609 ( 32,716 )
545,946 178,860 24,809 26,115 775,729 ( 29,629 )
6,048 5,783 1,974 1,073 14,879 ( 3,087 )

 （注）営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前中間連結会計期間1,512百万円、前連結会
     　計年度3,202百万円であり、その主なものは、親会社の総務・経理部門・研究開発部門等に係る費用である。

営 業 利 益 11,792

計 757,893
営 業 費 用 746,101

売 上 高

――― 757,893

―――

計
消    去

連    結
又は全社

水    産 食　　品 保管物流 そ の 他

水    産 食　　品 保管物流 そ の 他

―――

連    結

売 上 高

――― 371,656

消    去
又は全社

計

営 業 利 益

計 371,656
営 業 費 用 365,580

6,076
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２．所在地別セグメント情報

当中間連結会計期間（自平成１６年４月１日　至平成１６年９月３０日）      (単位 百万円)
消    去
又は全社

売上高及び営業損益

   (1) 外部顧客に対する
       売上高 345,987 12,268 1,809 7,232 727 ――― 368,025
   (2) ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部
       売上高又は振替高 1,540 8,630 1,242 3,658 1,720 ( 16,793 )    ―――

347,528 20,898 3,051 10,891 2,448 ( 16,793 ) 368,025
339,463 20,729 3,208 10,434 1,788 ( 14,907 ) 360,716

8,064 169 △ 156 457 660 ( 1,886 ) 7,308

(注) 1. 国または地域の区分の方法は、地理的近接度によっている。
2. 日本以外の区分に属する主な国または地域

　：　アメリカ
　：　イギリス、スイス、オランダ
　：　タイ、中国
　：　マダガスカル、モザンビーク

3. 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当中間連結会計期間1,530百万円であり、その主な
ものは、親会社の費用、マルハ㈱の総務部門・研究開発部門等に係る費用である。

＜参考＞マルハ株式会社の前中間連結会計期間および前連結会計年度の「所在地別セグメント情報」

前中間連結会計期間（自平成１５年４月１日　至平成１５年９月３０日）      (単位 百万円)
その他の 消    去
地    域 又は全社

売上高及び営業損益

   (1) 外部顧客に対する
       売上高 350,598 11,790 1,880 6,684 703 ――― 371,656
   (2) ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部
       売上高又は振替高 1,310 8,350 1,855 3,192 1,930 ( 16,640 )    ―――

351,909 20,140 3,735 9,877 2,633 ( 16,640 ) 371,656
345,903 18,901 4,037 9,405 2,547 ( 15,214 ) 365,580

6,006 1,239 △ 301 472 86 ( 1,425 ) 6,076

前連結会計年度（自平成１５年４月１日　至平成１６年３月３１日）      (単位 百万円)
その他の 消    去
地    域 又は全社

売上高及び営業損益

   (1) 外部顧客に対する
       売上高 717,067 22,963 3,182 12,983 1,697 ――― 757,893
   (2) ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部
       売上高又は振替高 2,316 16,568 2,894 6,217 3,579 ( 31,576 )    ―――

719,384 39,531 6,076 19,200 5,276 ( 31,576 ) 757,893
704,856 39,079 6,474 18,734 5,669 ( 28,712 ) 746,101
14,527 452 △ 397 465 △ 392 ( 2,863 ) 11,792

(注) 1. 国または地域の区分の方法は、地理的近接度によっている。
2. 日本以外の区分に属する主な国または地域

　：　アメリカ
　：　イギリス、スイス、オランダ
　：　タイ
　：　マダガスカル、モザンビーク、中国

3. 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前中間連結会計期間1,411百万円、前連結会計年度
2,995百万円であり、その主なものは、親会社の総務・経理部門・研究開発部門等に係る費用である。

営 業 利 益 14,655

31,576
計 789,469

営 業 費 用 774,813

計 連    結

売 上 高

757,893

日    本 北    米 ヨーロッパ 東南アジア

北 米
ヨ ー ロ ッ パ
ア ジ ア
そ の 他の 地域

16,640

営 業 利 益 7,502

388,297
営 業 費 用 380,795

計

計 連    結

売 上 高

371,656

日    本 北    米 ヨーロッパ 東南アジア

営 業 利 益

売 上 高

368,025

営 業 費 用

16,793
384,818
375,623

9,195

計

連    結日    本 計北    米 ヨーロッパ ア ジ ア そ の 他

北 米
ヨ ー ロ ッ パ
東 南 ア ジ ア
そ の 他の 地域
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（注）地域区分の変更
　前連結会計年度まで「その他の地域」に含めていた「中国」について、地理的近接度を再考し、当中間連結会計期間から東南アジアに
含めることに変更し、名称を「アジア」とした。
　また、配賦不能営業費用につきましては、従来のマルハ㈱総務・経理部門・研究開発部門等に係る費用に加え、親会社である㈱マルハ
グループ本社に係る費用を含めることに変更した。
　なお、前中間連結会計期間および前連結会計年度のセグメント情報を変更後の地域区分で示すと次のとおりである。

前中間連結会計期間（自平成１５年４月１日　至平成１５年９月３０日）      (単位 百万円)
消    去
又は全社

売上高及び営業損益

   (1) 外部顧客に対する
       売上高 350,598 11,790 1,880 6,684 703 ――― 371,656
   (2) ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部
       売上高又は振替高 1,310 8,350 1,855 3,288 1,834 ( 16,640 )    ―――

351,909 20,140 3,735 9,973 2,537 ( 16,640 ) 371,656
345,801 18,901 4,037 9,501 2,451 ( 15,113 ) 365,580

6,108 1,239 △ 301 472 86 ( 1,527 ) 6,076

前連結会計年度（自平成１５年４月１日　至平成１６年３月３１日）      (単位 百万円)
消    去
又は全社

売上高及び営業損益

   (1) 外部顧客に対する
       売上高 717,067 22,963 3,182 12,985 1,694 ――― 757,893
   (2) ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部
       売上高又は振替高 2,316 16,568 2,894 6,723 3,073 ( 31,576 )    ―――

719,384 39,531 6,076 19,708 4,768 ( 31,576 ) 757,893
704,648 39,079 6,474 19,229 5,174 ( 28,505 ) 746,101
14,735 452 △ 397 478 △ 405 ( 3,070 ) 11,792

(注) 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前中間連結会計期間1,512百万円、前連結会計年度
3,202百万円であり、その主なものは、親会社の総務・経理部門・研究開発部門等に係る費用である。

３．海外売上高

当中間連結会計期間（自平成１６年４月１日　至平成１６年９月３０日）
　海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、記載していない。

＜参考＞マルハ株式会社の前中間連結会計期間および前連結会計年度の「海外売上高」

前中間連結会計期間（自平成１５年４月１日　至平成１５年９月３０日）
　海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、記載していない。

前連結会計年度（自平成１５年４月１日　至平成１６年３月３１日）
　海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、記載していない。

計 連    結

売 上 高

371,656

日    本 北    米 ヨーロッパ ア ジ ア そ の 他

16,640
計 388,297

営 業 費 用 380,693
営 業 利 益 7,603

日    本 北    米 ヨーロッパ ア ジ ア 計そ の 他 連    結

売 上 高

757,893

31,576

営 業 利 益 14,863

計 789,469
営 業 費 用 774,606
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6．有 価 証 券 関 係 
当中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

   
中間連結貸借対照表計上額

（百万円） 
 時価（百万円）  差額（百万円） 

 ①国債・地方債等  －  －  － 
 ②社債  －  －  － 
 ③その他  320  318  △1 

 合計  320  318  △1 

 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

   取得原価（百万円）  
中間連結貸借対照表計上額

（百万円） 
 差額（百万円） 

 ①株式  13,532  24,600  11,067 
 ②債券       
 国債・地方債等  7,469  7,507  37 
 社債  －  －  － 
 その他  7,724  7,746  21 
 ③その他  49  50  0 

 合計  28,777  39,904  11,127 

 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

(1）満期保有目的の債券 

 金融債券 54百万円

 

(2) その他有価証券 

 金融債券 479百万円

 非上場株式（店頭売買株式を除く） 2,641百万円

 非上場外国債券 3,500百万円

 

＜参考＞ マルハ株式会社の前連結会計年度末（平成16年３月31日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

   
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
 時価（百万円）  差額（百万円） 

 ①国債・地方債等  －  －  － 

 ②社債  －  －  － 
 ③その他  320  317  △2 

 合計  320  317  △2 

 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

   取得原価（百万円）  
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
 差額（百万円） 

 ①株式  13,513  26,341  12,828 

 ②債券       

 国債・地方債等  7,760  7,793  32 
 社債  －  －  － 
 その他  7,740  7,760  19 
 ③その他  40  39  △0 

 合計  29,055  41,935  12,879 

 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

(1）満期保有目的の債券 

 金融債券 74百万円

 

(2）その他有価証券 

 金融債券 459百万円

 非上場株式（店頭売買株式を除く） 2,497百万円

 非上場外国債券 3,500百万円

 



EDINETによる開示を行うため記載を省略している。

EDINETによる開示を行うため記載を省略している。

（１）生産・仕入実績 （単位  百万円）

事業の種類別セグメントの名称
平成１５年４月 1日　
平成１６年３月31日）

（注）（参考）のマルハ株式会社の前年実績は、セグメント区分変更後の数値に組替えて表示している。

（２）販売実績 （単位  百万円）

事業の種類別セグメントの名称
平成１５年４月 1日　
平成１６年３月31日）

（注）（参考）のマルハ株式会社の前年実績は、セグメント区分変更後の数値に組替えて表示している。

該当事項はない。

当中間連結会計期間 マルハ株式会社 マルハ株式会社
前中間連結会計期間 前連結会計年度

7．デリバティブ取引関係

8．リース取引関係

前中間連結会計期間
マルハ株式会社

前連結会計年度
マルハ株式会社

9．生産・仕入、販売の状況 

（参　　考）

そ の 他 の 事 業 10,664 12,733

合 計 368,025 371,656 757,893

25,346

保 管 物 流 事 業 10,115 10,630 21,258

食 品 事 業 87,971 86,470 171,056

水 産 事 業 259,274 261,821 540,232

 （自　平成１６年４月 １日　  （自　平成１５年４月 １日　
　至　平成１６年９月30日） 　至　平成１５年９月30日）

（参　　考）

8,5296,777そ の 他 の 事 業

（参　　考）

326,711 332,178

 （自　平成１６年４月 １日　
　至　平成１６年９月30日）

（参　　考）

 （自　平成１５年４月 １日　
　至　平成１５年９月30日）

当中間連結会計期間

水 産 事 業

食 品 事 業

保 管 物 流 事 業

71,579

10,342

238,011

 至

242,834

(自

(自

138,141

496,062

15,349

10．継 続 企 業 の 前 提

69,987

 至

671,158

10,827 21,605

合 計

連結－23




